


を高精度かつ迅速に計測することにより、政策効果のモニターが可能となる。デフレ脱

却の確認がタイムリーにできるほか、予期せぬ物価の急上昇を監視する指標としても有

効である。また、株式、為替、国債などの市場の参加者に物価に関する最新の情報をタ

イムリーに提供することにより、これらの市場における価格形成の効率性を高める効果

が期待できる。 
 

４．発表内容 
東京大学大学院経済学研究科 教授 渡辺努らの研究グループは、日本の消費者物価を

高精度かつ迅速に計測する手法を開発した。5 月 24 日より、同手法を用いた物価の指

標（名称「東大日次物価指数」）を日々計測し、ホームページ上で公開する。 

新たに開発した物価指標である「東大日次物価指数」は、スーパーマーケットの POS
システム（スーパーのレジで商品の販売実績を記録するシステム）を通じて、日本全国

の約 300 店舗で販売される商品のそれぞれについて、各店における日々の価格、日々の

販売数量を収集し、それを原データとして使用する。調査対象はスーパーで扱われてい

る食料品や日用雑貨などであり、商品数は 20 万点超である。購買取引の行われた日の

3 日後までにデータを収集し、物価指数を作成・公開する。 

「東大日次物価指数」は、これまでの物価指標と比べて次の 2 点で望ましい性質をもつ。 

【高精度】消費の実態に近い物価指数を作成するには、何が売れ筋商品かについて精度

の高い情報を取得し、それに基づいて価格を集計することが重要である。日本をはじめ

とする各国の統計作成部署では、数年間に一度の頻度で売れ筋商品の調査を行い、それ

に基づいて物価指標を作成している。しかし企業間の価格競争が激化している昨今では、

売れ筋商品は日々変化しており、こうした調査には限界がある。東大日次物価指数では、

販売価格だけでなく販売数量も記録されるという POS データの特徴を活用することに

より、売れ筋商品の正確な捕捉を行う。具体的には、ある日のある商品の価格が前年の

同日から何パーセント変化したかを計算した上で、その商品のその日における販売数量

を踏まえたウエイトを用いて、価格の変化率を加重平均する。例えば、ある日における

ある商品の売れ行きが好調であればその商品の価格変化率が物価指標に及ぼす寄与が

大きくなる。この加重平均法はトルンクビスト指数（注）とよばれており、指数理論に

照らして最も望ましい性質をもつ物価指標である。なお、各国の統計作成部署では、価

格収集を行う際の経費を節約するために、対象商品のサンプル抽出を行う。これに対し

て東大日次物価指数は、POS システムを活用することによりオンラインで情報を収集す

るので、サンプル抽出の必要がなく、スーパーで販売されている全商品を対象とするこ

とが可能である（全数調査）。この点も既存の指標との大きな違いであり、精度を高め

る効果がある。  



注）トルンクビスト指数では、個々の商品の価格変化率を加重平均する際に、ウエイト

として、比較の対象となる 2 時点（例えば、今日と前年の同じ日）におけるその商品の

販売シェアを足して 2 で割ったものを用いる。販売シェアの高い商品の価格変化率が物

価指数に大きく影響する。これに対して、ラスパイレス方式のウエイトは、比較の対象

となる 2 時点のうち過去の時点における販売シェアである。 

【迅速性】日本の消費者物価指数は総務省統計局によって作成されており、ある月の計

数は翌月の月末に公表される。これに対して東大日次物価指数では、ある日の物価をそ

の 3 日後に公表する。例えば、国債の売買をしている投資家は、日銀の金融政策の今後

の展開を予想しそれに基づいて売買を行っているが、日銀の政策を決定する重要な材料

は物価であり、投資家は物価の先行きを予想しようとする。東大日次物価指数は物価に

関する最新の情報を日々提供することにより、投資家が物価の先行きを予想する際の精

度を高める効果があると期待される。また、メーカーや流通業者が販売商品の価格づけ

を行う際にも有用な情報をタイムリーに提供できる。 

図 1 は、東大日次物価指数の 2011 年以降の動きを示している。数字は前年の同日と

の比較で物価が何パーセント変化したかを示しており、プラスならばインフレ、マイナ

スならばデフレである。2011 年 3 月 11 日の東日本大震災の前の時期には物価上昇率は

-0.5％から-1％であり、デフレが進行していた。しかし地震の発生に伴い、生活必需品

に対する需要が増加し、物価上昇率は 1.5％のインフレへと急上昇した。東大日次物価

指数はこうした日々の動きを正確に捉えることができる。なお、2013 年 4 月 4 日には

日銀による新金融緩和策が決定されたが、その後も物価は前年を 1％下回って推移して

おり、デフレ基調には今のところ変化が見えない。図 2 は東大日次物価指数と総務省の

公表値の比較である。総務省が毎月発表する数値はスーパーで販売される商品以外も含

むものであるが、ここでは比較のために、総務省の公表する品目別価格指数を用いて、

POS データ対象品目だけを取り出している。東大指数と総務省指数は概ね同じ動きを示

しているが、東大指数の方が低めに出る傾向があり、多くの時期で東大指数は総務省の

指数を 0.5％から 1％下回っている。売れ筋商品の価格上昇率が低く、東大指数ではそ

れらの商品のウエイトが高くなっているためである。 

本研究は、日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤研究（S）「長期デフレの解明」プ

ロジェクト（研究代表者：渡辺 努）の研究費により行われました。 

 
５．新指標の公開方法 
東大日次物価指数は以下のサイトで 5 月 24 日より公開される。 
http://www.price.e.u-tokyo.ac.jp/ （「長期デフレの解明」プロジェクトのHP） 
 

http://www.price.e.u-tokyo.ac.jp/


６．問い合わせ先 
渡辺努（東京大学大学院経済学研究科教授）電話: 03-5841-5524  
E-mail: watanabe@e.u-tokyo.ac.jp 
波多野弥生（東京大学大学院経済学研究科特任研究員）電話: 03-5841-5595  
E-mail: watlab@e.u-tokyo.ac.jp 
 
 
７．添付資料 
「４．発表内容」の図は以下のサイトで公開する。 
http://www.price.e.u-tokyo.ac.jp/ 

 
 
 
 

 

3/11/2011
東日本大震災

12/26/2012
安倍政権発足

4/4/2013
新金融緩和策
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図１：東大日次物価指数の推移（2011年1月～2013年5月）
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図２：東大指数と総務省公表値の比較

東大指数 総務省公表値から計算


	201305231114
	日次物価リリース文レターヘッド - コピー

